















第三章　Hochster v. De La Tour 事件判決の再読
　第一節　はじめに

































































務相当金額の請求 quantum meruit ないし提供物相当金額の請求 quantum 
valebant である。
　次項では、準契約に基づく提供役務相当金額の請求が問題となった事案と
して著名な Planché v. Colburn 事件を取り上げ、Hochster 事件以前におい
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て準契約の法理がどの程度確立されたものであったのかを検討しよう。
　第二項　準契約に基づく提供役務相当金額の請求という枠組みの確立
　まずは、Planché v. Colburn 事件の正式事実審理の内容を確認しよう。




















































的なのが、次の Ehrensperger v. Anderson 事件
（105）
である。
Ehrensperger v. Anderson 事件
【事案】　訴外 C.M. は、訴外 C.D. との間で綿の委託販売契約 consign-
ment を締結した。この契約によれば、C.D. はもっとも適切な時期に綿
を売却し、その収益をもっとも適切な時期に為替手形によって C.M. へ















































































まずは Phillpotts v. Evans 事件
（111）
を挙げる事ができる。
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　第二節　Hochster v. De La Tour 事件
（116）
　第一項　発　端
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とであった。
　なお原告は、本件訴訟を提起した後に Ashburton 卿との間で本件契約と



























裁判所に対して訴え却下を申し立てる enter a nonsuit 許可が与えられ、判













がこの主張をするに当って依拠している先例は、Leigh v. Paterson 事
件
（119）





























　本件において、仮に令状 writ が 6 月 2 日に発行されていたならば、
Cort 事件の論理が妥当したはずである。そこで問題は、令状が 6 月 1
日よりも前に発行されたか後に発行されたかによって取扱いに差が生
じるかという点である。履行期前の履行拒絶は契約違反ではないとい


















































　この被告側弁護人の回答を受けて、Campbell 首席裁判官と Erle 裁判官が
さらに次のような質問を発した。





Erle 裁判官「もう一歩踏み込んでみてはどうか。原告が Ashburton 卿


































　その根拠として、Campbell 首席裁判官は 3 つの先例を挙げる。すなわ





















当事者は互いに密接な関係に入る engaged to each other のであり、当事者
のうちのどちらかがこの関係を拒絶した場合には、黙示的な契約に対する違

























































































ち、特に言及を要するものとして Planché 事件判決を挙げる。Campbell 首
席裁判官によれば、Planché 事件判決は以下に述べる意味において本件原告
にとって有利な素材を提供するものであるという。
　まず Campbell 主席裁判官は、Planché 事件を次のように評価する。すな
わち、「原告第一訴答は役務および労務 work and labour に関する訴訟原因
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　この点について、原告側弁護人である Hannen 氏は、Short 事件判決、
Lovelock 事件判決および Planché 事件判決を挙げ、履行期前であっても契
約違反が生じうること、したがって契約違反に基づく訴訟も提起しうること
を主張した。
































































































































































































Phillpotts 事件判決および Ripley 事件判決における Parke 裁判官の意見を
挙げる。なるほど、これらの判決における Parke 裁判官の意見は、履行期
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便宜　　と Campbell 首席裁判官が考えるもの　　のために、先例との論理
的な整合性は必ずしも重視されなかったとの印象を受ける。とりわけ、履行












































































れるであろう。まず、Short 事件や Caines 事件のような事案は、我が国で
は婚約ないし婚姻予約の不当破棄の問題として処理されるであろう。






















　次に、Bowdell 事件と Lovelock 事件は売買目的物が二重に譲渡された事
案であったが、このような事案は、我が国では、いわゆる社会通念上の履行
不能が問題となりうる典型的な場面であるとされてきた。




































































最判昭和41年 3 月22日民集20巻 3 号468頁
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前拒絶が問題となった数少ない事案の一つであるとされる東京地判昭和34年
6 月 5 日下民集10巻 6 号1182頁では、履行期前拒絶が履行不能に準えて解決
されたのである。














































































































































































整頓しなかったなどとして、平成17年 6 月 2 日に本件傭船契約を解除す
る旨の意思表示をなし、以後、本件船舶の引き取りおよび傭船料の支払
いを拒絶する意思を繰り返し表明した。かかる事情の下、原告は訴外造






































という言葉を初めとして、法廷契約（constructeve contract; contract created by 
operation of law; contract implied by law; contract implied in law）という言
葉も用いられる。非債弁済をなした者の返還請求権、契約の履行不能が生じた場








なお、英国法における準契約の法理に関する概説として、J. H. Baker, An Intro- 
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